
Ｃ 風力発電設備 20未満

Ｄ
風力発電設備（陸上風力） 20以上

風力発電設備（陸上風力リプレース） 20以上

Ｕ 風力発電設備（洋上風力） 20以上

地熱発電設備 15000未満

Ｋ 地熱発電設備（全設備更新型リプレース） 15000未満

地熱発電設備（地下設備流用型リプレース） 15000未満

地熱発電設備 15000以上

Ｌ 地熱発電設備（全設備更新型リプレース） 15000以上

地熱発電設備（地下設備流用型リプレース） 15000以上

Ｅ 水力発電設備 200未満

Ｖ 水力発電設備（既設導水路活用型リプレース） 200未満

Ｉ 水力発電設備 200以上1000未満

Ｘ 水力発電設備（既設導水路活用型リプレース） 200以上1000未満

Ｊ 水力発電設備 1000以上5000未満

Ｙ 水力発電設備（既設導水路活用型リプレース） 1000以上5000未満

Ｊ 水力発電設備 5000以上30000未満

Ｙ 水力発電設備（既設導水路活用型リプレース） 5000以上30000未満

Ｍ バイオマス発電設備（メタン発酵ガス化発電（バイオ
マス由来） 

１ バイオマス発電設備（間伐材等由来の木質バイオマス） 2000未満

Ｎ バイオマス発電設備（間伐材等由来の木質バイオマス） 2000以上

Ｏ

バイオマス発電設備（一般木質バイオマス・農作物の
収穫に伴って生じるバイオマス） 20000未満

バイオマス発電設備（一般木質バイオマス・農作物の
収穫に伴って生じるバイオマス） 20000以上

Ｑ バイオマス発電設備（建築資材廃棄物） 

Ｒ バイオマス発電設備（一般廃棄物・その他のバイオマ
ス） 

なお、複数の再生可能エネルギー発電設備を設置する場合は、それぞれの設備からの電
気の供給量が個別に計測できる場合は、それぞれ個別に認定申請することとし、個別に
計測できない場合は、申請時点において調達価格の一番安い価格区分の記号を記載する
こと。また、複数のバイオマス燃料を使用する場合は、最も使用量（発熱量）の多い燃
料を使用するバイオマス区分記号を記載すること。
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（注６） 出力20以上の風力発電設備（洋上風力発電設備を除く。）、地熱発電設備又は水力発電
設備について、既設設備を更新し、更新後の発電設備（以下「リプレース発電設備」と
いう。）について認定申請を行う場合は「有」、新設設備について認定申請を行う場合は
「無」のボックスにチェックを付すこと。また、既に法第９条第３項の認定を受けてい
る発電設備又はＲＰＳ設備（法附則第４条の規定によりなおその効力を有するものとし
て読み替えて適用される法附則第３条の規定による廃止前の電気事業者による新エネル
ギー等の利用に関する特別措置法第９条第１項の規定により認定を受けた新エネルギー
等を電気に変換する設備をいう。）を更新するリプレース発電設備について認定申請する
場合には、既設設備（更新前の設備）の設備ＩＤを記載すること。上記以外の設備に関
しては設備名称を記載すること。

（注７） ＲＰＳ設備からの移行に係る事項を記載すること。また、ＲＰＳ設備について法第９条
第１項の認定申請をする場合は、ＲＰＳ設備について廃止の届出をした後に申請を行う
こと。

（注８） 発電出力は、当該申請（提出）に係る発電設備の定格発電出力を小数１桁（小数第２位
切捨て）まで記載すること。太陽光発電設備の場合は、太陽電池の合計出力とパワーコ
ンディショナーの出力のいずれか小さい方の出力とし、パワーコンディショナーを複数
台設置している場合は、各系列における太陽電池の合計出力とパワーコンディショナー
の出力のいずれか小さい方の出力を合計した値を記載すること。なお、出力が10未満
となる場合は、様式第２により申請（提出）すること。

（注９） 全ての所在地を記載すること。なお、項目欄に全て記載できない場合、記載できる分の
み記載し、備考欄の「別紙あり」のボックスにチェックを付して、不足分は別紙として
作成すること。

（注10） 太陽光発電設備についてのみ記載し、太陽電池の型式番号が複数ある場合は、備考欄の
「別紙あり」のボックスにチェックを付して、別紙を作成し、それぞれの「製造事業者
名」「種類」「変換効率」及び「型式番号」を記載すること。
太陽電池の種類は次の記号にて記載すること。
Ａ１：単結晶のシリコンを用いた太陽電池、Ａ２：多結晶のシリコンを用いた太陽
電池、Ｂ：薄膜半導体を用いた太陽電池、Ｃ：化合物半導体を用いた太陽電池

変換効率は、日本工業規格Ｃ8960において定められた真性変換効率であって完成品とし
ての太陽電池モジュールの数値を元に算定された効率、又は、実効変換効率を記載する
こととし、備考欄の「真性変換効率」又は「実効変換効率」のボックスのうち該当する
方にチェックを入れること。また、太陽光発電設備が破壊することなく折り曲げること
ができるもの又はレンズ若しくは反射鏡を用いるものである場合は、備考欄の「除外事
項該当性」のボックスにチェックを付すこと。

（注11） 出力20未満の風力発電設備についてのみ記載し、風車の型式番号が複数ある場合は、
備考欄の「別紙あり」のボックスにチェックを付して、別紙を作成し、それぞれの「製
造事業者名」「型式番号」及び「ＮＫ認証番号」（一般財団法人日本海事協会が実施してい
る型式認証の認証番号をいう。）を記載すること。

（注12） 配線方法は、次の記号にて記載すること。
太陽光発電設備の場合 Ｚ：全量配線、Ｙ：余剰配線
太陽光発電設備以外の場合
Ａ：１の需要場所に１引込の配線とする。
Ｂ：１の需要場所を２つの需要場所に分割し、需要場所ごとに１引込の配線とする。
Ｃ：電気事業法施行規則附則第17条に規定する需要場所の特例により、１の需要場
所に２引込の配線とする。
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